第17回統一自治体選挙を終えて
4月24日、特別区、市町村首長・同議会選挙及び衆議院愛知6区補欠選挙が行われ、第17回統一自治体選挙が終了した。東日本大震災の影響から被災地である岩手、宮城、福島での選挙が延期され、街頭演説の自粛など異例の状況の中でたたかわれた。
後半戦の中で民主党は、推薦した市長候補、市議選、区議選で伸び悩み、ま

た衆議院愛知6区補欠選挙においては独自候補を立てられず、自民党に大勝を許す結果となった。統一自治体選挙全体を通し、政権与党である民主党の退潮傾向が明らかとなった。この事は、この間の政権運営や東日本大震災、福島第一原発での対応など民主党政権への不信や批判が地方にも大きく影響をしたことは否めない。

自治労は、今回の統一自治体選挙を自律的労使関係制度確立後の首長や自治体議会との関係を展望しながら、地域住民の生活を支える公共サービスを再生させ、市民自治を基本とした分権改革を進める重要なたたかいと位置づけた。私たちは政策を理解し、ともに行動する首長・議員を増やすことが非常に重要であると確認し、組織内候補をはじめすべての推薦候補の必勝にむけたたかった。

統一自治体選挙後半戦組織内議員候補の結果は、東北三県を除き首長選挙で
は2人が立候補し2名が当選、市・特別区議選では117人が立候補し、112人が
当選（95.7％）町議選では14人が立候補し、全員当選を果たした。
定数削減、市町村合併等の影響で、候補者は前回を大きく下回ったが、当選
率では前回と同様の水準を確保した。この結果は、日頃の日常活動と地域での政策実現に向けた努力の成果であり、昼夜を問わず奮闘された組合員、単組、県本部にあらためて敬意と感謝の意を表するものである。
第17回統一自治体選挙全体としては、政権与党である民主党への批判や地域政党の進出の中でも市町村議会選挙の段階では踏みとどまったが、県議選、政令市議選では厳しい選挙結果となった。また、大阪などにみられる地域政党の進出により自治体労働者へのバッシングがさらに強まることが懸念される。

我々は、この結果を真摯に受け止め、さらに日常的な組織活動、政治学習などを強化し、来るべき参議院選挙等への対応を進めていくことが重要である。自治労は今後とも震災復興、分権改革、公務員制度改革をはじめとする重要課題でのたたかいを中央、地方から全力で強化する決意である。
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